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青竹正一教授 履歴・業績
［履 歴]
［学歴・職歴］
1967年月 北海道大学法学部法律学科卒業
1969年月 北海道大学大学院法学研究科修士課程修了
1969年月 北海道大学法学部助手
1970年月〜1971年月 文部省内地研究員（東京大学法学部）
1972年月 小樽商科大学商学部専任講師
1973年10月 同大学商学部助教授
1980年月 法学博士（名古屋大学）
1982年10月 小樽商科大学商学部教授
1986年月〜1987年月 文部省在外研究員（カリフォルニア大学バーク
レー校ロースクール）
1994年月〜1995年月 小樽商科大学商学部企業法学科長
2002年月 千葉大学法経学部教授
2002年月 小樽商科大学名誉教授
2004年月 大阪大学大学院高等司法研究科教授
2007年月 専修大学法学部教授（現在に至る）
［受賞］
2002年月 大隅健一郎賞
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［社会活動］
1976年月〜2002年月 小樽市特別土地保有税審議会会長
1983年月〜1997年月 小樽市公害対策審議会会長
1992年月〜1995年月 北海道大規模小売店舗審議会特別委員
2001年月〜2002年月 北海道船員地方労働委員会公益委員
［業 績]
［著書］
『小規模閉鎖会社の法規整』文眞堂 1979年月
『続小規模閉鎖会社の法規整』文眞堂 1988年月
『現代会社法の課題と展開』中央経済社 1995年月
『閉鎖会社紛争の新展開』信山社 2001年月
『会社法』信山社 2003年	月
『特別講義 改正商法総則・商行為法総則』成文堂 2005年月
『新会社法』信山社 2006年	月
『特別講義 改正商法総則・商行為法』成文堂 2006年月
『新会社法（第版）』信山社 2008年月
『特別講義 改正商法総則・商行為法（第版）』成文堂 2008年10月
『新会社法（第版）』信山社 2010年月
『特別講義 改正商法総則・商行為法（第版）』成文堂 2012年月
［編著］
『現代会社法講義』中央経済社 1996年月
『現代会社法講義（第版）』中央経済社 1998年月
『現代会社法講義（第版）』中央経済社 2000年月
『現代会社法講義（第版）』中央経済社 2001年月
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［共編著］
『現代企業と法（平出慶道先生還暦記念論文集）』名古屋大学出版会 1991
年	月
『現代企業・金融法の課題（平出慶道先生＝高窪利一先生古稀記念論文
集）』信山社 2001年月
［共著］
田村諄之輔＝戸塚登編『会社法読本』（「有限会社・合名会社・合資会社」
担当）有斐閣 1983年月
平出慶道＝田村諄之輔編『現代法講義 商法総則・商行為法』（「仲立営
業・問屋営業・運送取扱営業」担当）青林書院 1990年月
平出慶道＝田村諄之輔編『現代法講義 会社法』（「株式」担当）青林書院
1991年月
酒巻俊雄＝上村達男編『現代法学叢書 会社法』（「株式の譲渡と権利行
使」担当）青林書院 2003年月
酒巻俊雄＝尾崎安央編『新版基本問題セミナー会社法』（「株式の名義書
換」担当）成文堂 2005年月
［論文］
「会社支配と株主間の合意─アメリカ法における閉鎖的株式会社をめぐる
つの課題⑴⑵」北大法学論集21巻号号 1970年11月，12月
「株主の解散判決請求権⑴」北大法学論集23巻号 1972年10月
「株主の解散判決請求権⑵⑶」北大法学論集23巻号，24巻号 1973年
月，月
「株主の解散判決請求権について」私法36号 1974年10月
「小規模株式会社と取締役・会社間の取引」民商法雑誌74巻号 1976年
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月
「閉鎖的会社と持分・株式買取請求権」商学討究27巻・号 1977年
月
「名目的取締役の第三者に対する責任」末川先生追悼論集 民商法雑誌78
巻 臨時増刊号 1976年月
「最近の判例にみる名目的取締役の対第三者責任」民商法雑誌82巻号
1980年月
「アメリカ会社法における最近の動向─閉鎖会社」アメリカ法1980-号
1980年11月
「The Close Corporation in Japanese Law」北大法学論集31巻・号
1981年月
「登記簿上の取締役の対第三者責任─商法14条適用上の問題」商学討究33
巻・号 1982年12月
「違法決議の是正と裁量棄却」上柳克郎＝鴻常夫＝竹内昭夫編『会社法演
習Ⅱ』有斐閣 1983年11月
「企業の形態と規模」竹内昭夫＝龍田節編『現代企業法講座』東京大学
出版会 1985年月
「最近のアメリカ閉鎖会社立法の動向(上)(下)」ジュリスト861号・863号
1986年月
「登記簿上の取締役の対第三者責任」北沢正啓先生還暦記念論文集『現代
株式会社法の課題』有斐閣 1986年月
「資本減少無効の訴と総会決議の取消等の訴えとの関係」別冊法学セミナ
ー 法学ガイド商法Ⅱ 1986年12月
「受取人・振出日白地手形の転得者と手形法10条」別冊法学セミナー 法
学ガイド商法Ⅲ 1988年月
「会社の資金調達と既存株主の保護」法学教室106号 1989年月
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「新株の不公正発行に対する救済措置」服部栄三先生古稀記念『商法学に
おける論争と省察』商事法務研究会 1990年10月
「転換株式の転換条件(上)(下)」商事法務1277号・1279号 1991年月
「新株の不公正発行の判断基準」平出慶道先生還暦記念論文集『現代企業
と法』名古屋大学出版会 1991年	月
「平成年商法改正の論点─資本充実に関する有限会社の株式会社への接
近」法学教室133号 1991年月
「株主割当・株式分割と定款による種類株主総会の回避(上)(下)」商事法
務1277号・1279号 1992年月
「転換株式の発行要件」石田満先生還暦記念論文集『商法・保険法の現代
的課題』文眞堂 1992年月
「優先株・普通株と株主割当」酒巻俊雄先生還暦記念論文集『公開会社と
閉鎖会社の法理』商事法務研究会 1992年	月
「取締役退職慰労金不支給および低額決定に対する救済措置(上)(下)」判
例評論 412号・413号 1993年月，月
「優先株・普通株と株式分割」高窪利一先生還暦記念『現代企業法の理論
と実務』経済法令研究会 1993年12月
「設立費用の帰属」ジュリスト増刊・商法の争点Ⅰ 1993年12月
「平成年改正法の成果と問題点─小規模閉鎖会社に適合する法規整」判
例タイムズ893号 1994年月
「自己株式取得と商法改正─閉鎖会社の自己株式取得」ジュリスト1052号
1994年月
「会社の資金調達と既存株主の保護」竹内昭夫編『特別講義商法Ⅰ』有斐
閣 1995年月
「商人資格の取得時期」法学教室178号 1995年月
「株主の契約」菅原菊志先生古稀記念論集『現代企業法の理論』信山社
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1998年月
「新株発行事項の公示を欠く新株発行の無効と不公正発行の判断基準(上)
(下)」判例評論 480号・481号 1999年月，月
「新株の不公正発行と取締役の損害賠償責任(上)(下)」判例タイムズ997
号・998号 1999年月，月
「株式・有限会社持分の共同相続と社員権の行使⑴〜⑷」判例評論491号
〜494号 2000年月〜月
「株式・有限会社持分の共同相続と社員権の行使再論(上)(下)」判例評論
496号・497号 2000年月，月
「取締役の従業員引抜きによる責任」平出慶道先生＝高窪利一先生古稀記
念論文集『現代企業・金融法の課題(上)』信山社 2001年月
「取締役の従業員引抜きによる責任と会社の損害」法学新報100巻11・12号
2001年月
「株主代表訴訟における会社の被告側への補助参加(上)(下)」判例評論510
号・511号 2001年月，	月
「種類株式の多様化と拡大」判例タイムズ1093号 2002年月
「会社法大改正の全体像─株式の大きさ等」法学教室264号 2002年
「違法配当と取締役の責任」酒巻俊雄先生古稀記念『21世紀の企業法制』
商事法務研究会 2003年月
「新株予約権の有利発行と不公正発行(上)(下)」判例評論560号・561号
2005年10月，11月
「新株予約権無償割当てと差止め」判例評論588号 2008年月
「会社設立規制の緩和」ジュリスト増刊 会社法の争点 2009年11月
「取締役・執行役の会社に対する責任」ジュリスト増刊 会社法施行年
理論と実務の現状と課題 2011年月
「株主の会計帳簿・株主名簿の閲覧請求と仮処分」前田重行先生古稀記念
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『企業法・金融法の新潮流』商事法務 2013年月
［判例評釈］
「実体が個人企業である会社の代表取締役を負傷させた者に会社に対する
損害賠償を認めた事例」ジュリスト475号 1971年月
「不動産売買の媒介に数人の宅地建物取引業者が介在している場合の報酬
額の配分基準」ジュリスト516号 1972年11月
「第三者の損害発生の有無と有限会社の代表取締役の損害賠償責任」ジュ
リスト534号 1973年月
「民法683条の『已ムコトヲ得サル事由』」ジュリスト551号 1974年月
「宅地建物取引業法条号にいう宅地の意義」ジュリスト558号 1974年
月
「本人の実印を所持する代理人と金融機関の間で締結された保証契約と表
見代理の成立」ジュリスト584号 1975年月
「商法514条にいう『商行為ニ因リテ生シタル債務』の意味」別冊ジュリス
ト 商法（総則・商行為）判例百選 1975年10月
「取締役の第三者に対する損害賠償責任につき過失相殺を認めた事例」ジ
ュリスト609号 1976年月
「宅地建物取引業者の委託を受けない当事者に対する報酬請求権の成否」
ジュリスト臨時増刊 昭和50年度重要判例解説 1976年月
「株式が共同相続された場合の株式の帰属と株主権行使の要件」ジュリス
ト636号 1977年月
「会社が他の取締役から金銭を借り受けるにつき保証した取締役の商法265
条違反の主張が信義則上許されないとされた事例」ジュリスト648号
1977年	月
「営業再開の見込みのない状態において会社資産の一切を譲渡した行為が
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商法254条項号の営業譲渡にあたらないとされた事例」ジュリス
ト687号 1979年月
「発起人組合」別冊ジュリスト 会社判例百選（第版） 1979年月
「貸金返還請求と取締役の商法265条違反の主張」民商法雑誌80巻号
1979年	月
「期間の定めのない特約店契約と解約権行使の要件」ジュリスト717号
1980年月
「商行為である金銭消費貸借契約に関し利息・損害金についての不当利得
返還請求権の消滅時効期間は10年とされた事例」Law School 23号
1980年月
「振出日白地の確定日払手形」別冊ジュリスト 手形小切手判例百選（第
版） 1981年月
「発起人組合」別冊ジュリスト 会社判例百選（第版） 1983年月
「合名会社につき『已ムコトヲ得サル事由』があるとして解散判決請求が
認められた事例」判例タイムズ505号 1983年11月
「新規上場会社公開株式の割当・引受払込みと贈収賄罪の成否」ジュリス
ト826号 1984年12月
「商法514条にいう『商行為ニ因リテ生シタル債務』の意味」別冊ジュリス
ト 商法（総則・商行為）判例百選（第版） 1985年月
「支払見込みのない手形振出と代表取締役および登記簿上の平取締役の対
第三者責任」ジュリスト840号 1985年月
「有限会社の名目的代表取締役および名目的平取締役の対第三者責任」ジ
ュリスト865号 1986年月
「新株引受権の通知の欠缺と新株発行の効力」別冊ジュリスト 新証券・
商品取引判例百選 1988年12月
「合資会社の解散判決請求事由としての『已ムコトヲ得ザル事由アルト
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キ』」『商事判例研究昭和43年度』有斐閣 1989年月
「再決議と前決議取消訴訟の訴えの利益」法学教室103号 1989年月
「営業所長代理の手形偽造と使用者責任」ジュリスト944号 1989年11月
「商行為たる契約にもとづき保険者から支払われた保険金が支払原因を欠
いていた場合の不当利得返還請求と消滅時効」判例評論379号 1990
年月
「振出日白地の確定日払手形」別冊ジュリスト 手形小切手判例百選（第
版） 1990年月
「特別代理人の代理権」ジュリスト967号 1990年11月
「建築設計監理業者の設計行為につき商法512条による報酬請求権を認めた
事例」判例評論389号 1991年月
「個別割賦購入あっせんと抗弁の接続」ジュリスト984号 1991年月
「発起人組合」別冊ジュリスト 会社判例百選（第版）1992年月
「譲渡制限の定めがある人会社における株式譲渡の会社に対する効力」
私法判例リマークス号 1992年月
「従業員兼務取締役の従業員部分の退職金請求を認めた事例」ジュリスト
1006号 1992年月
「株式会社から有限会社への組織変更の効力発生日」別冊ジュリスト 商
業登記先例判例百選 1993年10月
「小切手の依頼返却と支払呈示の撤回の有無」ジュリスト1032号 1993年
10月
「商法514条にいう『商行為ニ因リテ生シタル債務』の意味」別冊ジュリス
ト 商法（総則・商行為）判例百選（第版） 1994年月
「契約勧誘行為と代表取締役および取締役の第三者に対する責任」ジュリ
スト1054号 1995年10月
「委託証拠金を預託しなかった場合の未清算金の請求」別冊ジュリスト
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消費者取引判例百選 1995年11月
「商人間の売買における目的物の受取りと瑕疵通知義務」ジュリスト1084
号 1996年月
「著しく不公正な方法によってなされた新株発行の効力」民商法雑誌114巻
号 1996年月
「ワラント証券投資勧誘と損害賠償責任」ジュリスト1101号 1997年月
「振出日白地の確定日払手形」別冊ジュリスト 手形小切手判例百選（第
版） 1997年月
「同族会社の代表取締役の逸失利益」ジュリスト1118号 1997年	月
「見せ金による増資と公正証書原本不実記載罪」判例タイムズ984号 1997
年10月
「新株発行事項の公示を欠いた新株発行の無効」民商法雑誌117巻・号
1998年月
「発起人組合」別冊ジュリスト 会社判例百選（第版） 1998年月
「新株発行事項の公示を欠くことと新株発行の無効原因」ジュリスト臨時
増刊 平成	年度重要判例解説 1998年月
「譲渡制限株式の先買権者による売渡請求の撤回の可否」判例タイムズ948
号 1998年10月
「不正輸出と取締役の会社に対する責任」ジュリスト1142号 1998年10月
「有限会社の持分の共同相続と権利行使者の指定方法」ジュリスト1164号
1999年10月
「債務会社の財産を譲り受けた姉妹会社の法人格否認」私法判例リマーク
ス20号 2000年月
「株主代表訴訟における会社の被告側への補助参加の可否」ジュリスト
1196号 2001年月
「民事再生法による損害賠償請求権の査定」ジュリスト1227号 2002年
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月「株式を買い占めた取締役からの脅迫による要求に応じて会社に損害を生
じさせた取締役の責任」私法判例リマークス25号 2002年月
「商法514条にいう『商行為ニ因リテ生シタル債務』の意味」別冊ジュリス
ト 商法（総則・商行為）判例百選（第版） 2002年10月
「法人格否認の法理の準拠法と法理の適用」ジュリスト1265号 2004年
月
「指名債権譲渡の方法による手形上の権利の移転」別冊ジュリスト・手形
小切手判例百選（第版） 2004年10月
「銀行の元取締役が母体行責任を前提に系列ノンバンクに対して行った損
失支援について善管注意義務違反が否定された事例」判例評論552号
2005年月
「発起人組合」別冊ジュリスト 会社法判例百選 2006年月
「信用協同組合の商人性」民商法雑誌135巻・号 2007年月
「定款に株式譲渡制限の定めがある人会社の株主が全株式を譲渡担保に
供した後に役員の解任・選任の変更登記を申請し記載させたことと公
正証書原本不実記載罪の成立」私法判例リマークス34号 2007年月
「商法514条にいう『商行為によって生じた債務』の意味」判例ジュリスト
商法（総則・商行為）判例百選（第版） 2008年12月
［コンメンタール解説］
上柳克郎＝鴻常夫＝竹内昭夫編『新版注釈会社法⑵』（「商法193条・198
条」担当）有斐閣 1985年12月
服部栄三＝星川長七編『基本法コンメンタール会社（第版）』（「商法
等の一部を改正する法律・附則条〜条」担当）日本評論社 1994
年12月
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服部栄三編『基本法コンメンタール会社法（第版）』（「商法131条
〜137条」担当）日本評論社 2001年月
奥島孝康＝落合誠一＝浜田道代編『新基本法コンメンタール会社法』
（「会社法614条〜636条」担当）日本評論社 2009年月
酒巻俊雄＝龍田節編『逐条解説会社法巻』（「会社法423条・429条・430
条」担当）中央経済社 2011年12月
岩原紳作編『会社法コンメンタール』（「会社法296条〜307条」担当）商
事法務 2013年	月
［論文紹介］
Hetherington & Dooley, Illiquidity and Exploitation; A Proposed Statutory
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